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2１．はじめに

◼ 国の審議会（制度検討作業部会）や容量市場検討会において、2021年度メインオークション（対
象実需給年度：2025年度）に向けた検討を進めており、4月26日に国の審議会で中間とりまとめ
が示された。

◼ 2021年度メインオークションでは、小売の激変緩和措置や、非効率石炭火力を対象とした措置等が
新たに設定されたため、応札に向けた参加登録や実需給期間の運用業務へも反映し、引き続き、事
業者向けの業務マニュアルや説明会資料等で示していく。

◼ 本日は、事業者向けの業務・運用の周知を進めるあたり、容量確保契約金額や容量拠出金の支
払い・請求に関する業務・運用の主なポイントについてご説明するとともに、今後の業務マニュアルの
パブリックコメント等を用いた情報提供の進め方についてご報告する。



3２．2021年度メインオークションに向けた見直し項目について
（1）小売事業環境の激変緩和措置に関する業務・運用について

◼ 小売事業環境の激変緩和措置に関して、2025年度の実需給（2021年度メインオークション実
施）以降の容量確保契約金額の交付について、国の審議会の整理が行われたところ。

◼ 今後、業務マニュアルや事業者向け説明資料等へ反映し、業務・運用の詳細内容の周知を行って
いく。

第49回制度検討
作業部会資料より



4２．2021年度メインオークションに向けた見直し項目について
（2）非効率石炭火力に対する誘導措置に関する業務・運用について

◼ 非効率石炭火力の誘導措置に関して、 2025年度の実需給（2021年度メインオークション実施）
以降の設計について、国の審議会の整理が行われたところ。

◼ 今後、業務マニュアルや事業者向け説明資料等へ反映し、業務・運用の詳細内容の周知を行って
いく。

第49回制度検討
作業部会資料より



5２．2021年度メインオークションに向けた見直し項目について
（3）容量拠出金の一般送配電事業者負担額について

◼ 容量拠出金の一般送配電事業者負担額の見直しについて、国の審議会の整理にもとづき、2025
年度の実需給（2021年度メインオークション実施）以降の整理が行われたところ。

◼ 今後、容量拠出金の配分の算定に関して、業務マニュアルや説明資料等へ反映し、業務・運用の
詳細内容の周知を行っていく。

第48回制度検討
作業部会資料より



6３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について

◼ 容量拠出金や容量確保金額の請求、支払時期、精算フローについては、国の審議会や本検討会に
おいて整理を行っている。

◼ 例えば、容量確保金額の支払時期や経済的ペナルティの小売電気事業者への還元、容量拠出金
は、①前年度の季節のピーク時の電力（kW）を基礎とし、②各月の小売りのシェア変動を加味した
上で、小売電気事業者間の配分を決定し、一般送配電事業者と小売電気事業者に各月の請求を
行うこと等の整理を行っている。

◼ また、上記に加えて、2021年度メインオークション以降の見直しでは、容量拠出金の一般送配電事
業者の負担割合について新たな整理も行われたところ。

◼ 今後、これらの整理を踏まえつつ、実需給期間の業務・運用の詳細化を進め、業務マニュアルや説
明会資料では様々なケースも想定しながら示していくにあたり、本日は主なポイントについてご報告す
る。

＜主なポイント例＞
① 経済的ペナルティを反映した交付に関する扱い
② 実需給期間前の市場退出時の経済的ペナルティの請求
③ 実需給期間中に供給力が提供できなくなった時の扱い
④ 実需給期間中に新規参入した小売電気事業者のシェア算定
⑤ 経済的ペナルティの還元、及び容量拠出金未回収分の算定
⑥ 経済的ペナルティの還元と容量拠出金の未回収分の算定で用いるシェア配分値
⑦ 実需給前に発生した経済的ペナルティの還元方法
⑧ 容量拠出金の端数調整



7（参考）月次の請求・交付フローの整理例（1/2）

◼ 容量確保契約金額は、容量確保契約金額を12で除した金額の交付、および経済的ペナルティを算
定した額をもとに、月次で支払もしくは請求を行うことを、募集要綱と約款で示している。

◼ また、月次の容量確保契約金額の支払は、第23回容量市場検討会において、発電事業者等の交
付を対象月の5ヶ月後に行うことと整理している。

➢ 容量確保契約金額は、容量拠出金の月次の入金をもとに月次で交付を行うこととし、容量確保契約の支
払金額・請求金額の確定にあたっては、アセスメントを踏まえることとしている。

※容量拠出金の請求は、第23回容量市場検討会において、対象月の3か月後と整理している。

第23回容量市場
の在り方等に関す
る検討会資料より



8（参考）月次の請求・交付フローの整理例（2/2）

◼ 4月を対象月とする容量確保契約金額(各月）は、9月（N＋5月）に交付が行われる。

◼ 容量確保契約金額に対して経済的ペナルティが生じた場合や、容量拠出金の未回収が生じた場合
は容量拠出金へ反映を行うため一定の時期に精算を実施し、当該年度の容量確保契約金額と容
量拠出金のそれぞれの総額を一致させる。

＜容量拠出金＞
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9（参考）容量拠出金のシェア配分の整理例

◼ 容量拠出金は、第20回制度検討作業部会において、①前年度の季節のピーク時の電力（kW）
を基礎とし、②各月の小売りのシェア変動を加味した上で、小売電気事業者間の配分を決定し、一
般送配電事業者と小売電気事業者に各月の請求を行うことと整理している。

➢ ①前年度の季節のピークは、夏期ピーク（7月、8月、9月）と冬期ピーク（12月、1月、2月）実績を用いる

➢ ②各月の小売電気事業者ごとのシェア変動は、当該月における託送契約電力をもとに算定する

◼ また、経済的ペナルティの還元や容量拠出金の未回収分は、第28回制度検討作業部会において、
小売電気事業者への配賦に反映させることと整理している。

第20回制度
検討作業部
会資料より

＜小売のシェア変動時の調整イメージ＞＜請求スケジュールの調整イメージ＞



10（参考）容量拠出金の算定時期の整理例

◼ 容量拠出金は、第20回制度検討作業部会において、①前年度の季節のピーク時の電力（kW）
を基礎とし、②各月の小売りのシェア変動を加味した上で、小売電気事業者間の配分を決定し、一
般送配電事業者と小売電気事業者に各月の請求を行うことと整理している。

◼ 4年前のメインオークションの時点で、実需給年度の容量確保契約金額の約定総額が算定されるが、
追加オークションや市場退出等による約定総額の変化、実需給期間の前年の季節ピーク時の電力、
各月の小売りのシェア変動等によって、事業者個別の実需給年度の容量拠出金が算定される。

2020年9月14日 約定結果の公表資料より 容量市場 制度詳細説明会資料より



11３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
精算・交付に関する詳細内容の項目例（1/2）

◼ 実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について、これまでの整理を踏まえながら、具体的な
内容を説明しつつ、業務マニュアルや説明資料等で詳細な内容を示していく。

◼ 容量確保契約金額や容量拠出金に関しては、今後実施する業務マニュアルのパブリックコメント等
のＱＡ等も提供を行っていく。

検討項目 これまでの整理 詳細内容の項目例

容量確保契約
金額の交付
について
（交付時期）

⚫ 容量確保契約にもとづき、容量確保契約金額が
交付される。

⚫ 容量確保契約金額を12で除した金額の交付、
および経済的ペナルティを算定した額をもとに、月
次で支払もしくは請求を行う。

⚫ 支払もしくは請求の時期については、対象月の供
給力提供等のアセスメントを踏まえて、対象月の
5ヶ月後に行う。

①経済的ペナルティを反映した交付に関する扱い

容量確保契約
について
（調整不調や退出

等の契約反映）

⚫ 約定結果の公表によって、容量確保契約が成立
する

⚫ 実需給の2年前に行われる作業停止計画の調
整の結果を契約に反映する。

⚫ 発動指令電源の実効性テスト結果により市場退
出や一部退出となった場合は、契約に反映する。

⚫ 電源等が、実需給前に市場退出や一部退出し
た場合は、契約に反映する。

②実需給期間前の市場退出時の経済的ペナルティ
の請求

③実需給期間中に供給力が提供できなくなった時の
扱い

＜容量確保契約金額＞
＜主なポイント例と、これまでの整理＞



12３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
精算・交付に関する詳細内容の項目例（2/2）

検討項目 これまでの整理 詳細内容の項目例

容量拠出金
について
（シェア配分・算定

手順）

⚫ 容量拠出金は月次で算定し、対象月の3か月後
に請求を行う

⚫ 容量拠出金の未回収分は、容量拠出金に反映
する。

⚫ 前年度の季節のピーク時の電力と各月の小売り
のシェア変動を用いてシェア配分を行う。

④実需給期間中に新規参入した小売電気事業者
のシェア算定

⑤経済的ペナルティの還元、及び容量拠出金未回
収分の算定

⑥経済的ペナルティの還元と容量拠出金の未回収
分の算定で用いるシェア配分値

容量拠出金
について
（還元等）

⚫ 経済的ペナルティの還元は小売電気事業者を対
象とする。

⑦実需給前に発生した経済的ペナルティの還元方法

＜容量拠出金＞

＜共通＞

検討項目 これまでの整理 詳細内容の項目例

端数調整
について

⚫ 容量確保契約金額の端数調整は、単位は1円
とし、端数は切り捨てる。

⑧容量拠出金の端数調整



13３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
①経済的ペナルティを反映した交付に関する扱い

◼ 容量確保契約に対して経済的ペナルティが発生した場合、月次で容量確保契約金額（各月）と
経済的ペナルティ額を合算して、月次の支払もしくは請求が行われる。

◼ 経済的ペナルティの月次の算定額が容量確保契約金額(各月）を上回る場合は事業者に請求す
る。

➢ なお、経済的ペナルティ未払いが生じた場合は、容量確保契約金額は毎月の交付を行うため、対象年度の期間内で、未払
いの債務が生じた月の翌月以降の容量確保契約金額（各月）と債務を合算して当該事業者との精算※が行われる。

◼ また、容量確保契約の締結は事業者単位で行われるため、複数の電源の容量確保契約を締結して
いた場合は、当該事業者の他の電源の容量確保契約金額(各月）と債務が合算されて精算され
る。

容量確保
契約金額
（各月）

＜Ｘ月分＞ ＜Ｙ月分＞

＜複数の電源※で契約書を締結している場合のイメージ＞

経済的ペナルティ 経済的ペナルティ

Ｘ月の支払金額

Ｙ月の請求金額

支払金額
(複数の電源分を合算）

支払 請求 支払

※経済的ペナルティは、容量確保契約の締結事業者を対象として請求が行われ、その支払状況による他の事業者への
容量確保契約金額（各月）の変更はない。

容量確保
契約金額
（各月）

容量確保
契約金額
（各月）
A電源

容量確保
契約金額
（各月）
B電源

経済的ペナルティ
(A電源）

経済的ペナルティ
(B電源）

＜合算した交付・請求イメージ＞



14３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
②実需給期間前の市場退出時の経済的ペナルティの請求

◼ 容量確保契約を締結した事業者が実需給前に市場退出した場合、経済的ペナルティが科される。

◼ 実需給前の経済的ペナルティは、市場退出時期や追加オークションの開催可否、約定価格により算
定額が変動※1,2するため、例えば、実需給期間前に市場退出した場合の経済的ペナルティは、追加
オークションの実施に応じて精算が行われることとなる。

◼ なお、実需給期間前の市場退出は、短期間で修復困難な電源トラブル等が考えられるが、その場合
には、まずは電源差替を検討することが想定される。

＜実需給期間前の経済的ペナルティの算定・精算の時期のイメージ＞

市
場
退
出

メ
イ
ン
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

N-4年度 N-3年度

（
追
加
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
）

N-2年度 N-1年度 実需給年度

市場退出の申請
→算定の実施

精
算

追加オークションの実施有無と
結果に応じて精算を実施

市場退出の経済的ペナルティ：5％ 市場退出の経済的ペナルティ：10％

（
追
加
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
実
施
判
断
）

※1 追加オークション実施判断前の経済的ペナルティ額は5%、実施判断後の経済的ペナルティは10%
※2 追加オークションが開催されない場合やリリースオークションが開催された場合、調達オークションの約定価格がメインオークションを下回った場合は

経済的ペナルティは返金される。また、調達オークションの約定価格がメインオークションの105%を下回った場合は、調達オークションとメインオー
クションの価格差額分が返金される。



15

◼ 容量確保契約の締結後、大規模な電源トラブル等で供給力の提供ができなくなった場合は、契約に
もとづいて実需給期間の供給力の提供が可能となるよう、事業者には早期の復旧や電源差替対応
等が求められる※1。

◼ また、実需給期間中は、供給力の提供に対してアセスメントが行われ、契約にもとづく供給力の提供
ができない場合は経済的ペナルティが科されることとなる。

◼ 容量確保契約は年間を通じた契約であり、実需給期間前の市場退出※2は可能としているものの、
実需給期間中においては供給力の提供が開始されていることから、供給力が提供できない場合は市
場退出の扱いではなく、アセスメント結果に応じた経済的ペナルティが科される。

３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
③実需給期間中に供給力が提供できなくなった時の扱い

交付

追加オークション

メインオークション

請求

アセスメントに応じた経済的ペナルティ

5％

＜市場退出＞
経済的ペナルティ請求

容量確保契約金額の交付

100％

経済的ペナルティ請求

年間上限110％

市場退出可

実需給期間前 実需給期間中

10％

※1 市場退出のタイミングは、第13回容量市場検討会において、容量確保契約の締結後より行うことができると整理している。
※2 電源トラブル等によりやむを得ず休廃止とする場合は市場退出が可能なため、市場退出の10％が科される。



16３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
④実需給期間中に新規参入した小売電気事業者のシェア算定

◼ 容量拠出金のシェア配分は、前年度の夏冬のピーク時のシェアと、前年度と当年度の契約電力の比
率を用いて算定が行われる。

◼ 小売電気事業者が新規参入した場合は、前年度のピーク時のシェアがないため、算定方法として、
当該年度の各月託送契約電力全体の合計に占める新規参入事業者分合計の比率を維持するよ
うにエリアシェアを算定し、その後、新規参入事業者間での当該年度各月の託送契約電力の案分
によって、個々の事業者のシェアを算定※する。

当該月のエリアシェアkW ＝ 前年度エリアH1発生時平均需要kW ×
実需給期間の当該月の託送契約電力kW

前年度の当該月の託送契約電力kW

＜計算例＞

事業者名

前年度
X月託送契約

電力kW
区分

当該年度
X月託送契約

電力kW

当該年度
X月エリアシェアkW

A 2,500 2,000

B 2,000 1,500

C 1,500 1,000

D (実績なし) (実績なし)

E (実績なし) (実績なし)

合計 6,000 4,500

- 2,200 2,750

- 1,650 2,200

撤退 0 0

新規参入 50

新規参入 100

4,000 ④ 5,143

② 64

③129

①

X=193

前年度
エリアH1需要発生時

平均需要kW

新規参入者の当該年度X月託送契約電力kWの

エリア比率3.75％を維持するエリアシェアkWを算定

① X=（2,750＋2,200＋X）× 3.75 ％

X=192.85≒193

新規参入者の当該年度X月託送契約電力kWで按分

② 193×50÷150≒64※

③ 193×100÷150≒129※

※小数点以下は四捨五入し、端数が出たら新規参入者
の内、最大値の事業者で端数調整

④ 2,750＋2,200＋193＝5,143

エリア比率

3.75％

※新規参入事業者のエリアシェアkWに端数が生じた場合、当該kWが最大の新規参入事業者で調整を行う。

実需給期間中に新規参入した

小売電気事業者のシェアkW ＝

当該月の託送契約電力に占める新規参入事業者の比率
×エリア内の新規参入以外の事業者のエリアシェア合計kW

当該月の託送契約電力に占める新規参入以外の事業者の比率
×

新規参入した事業者の当該月の託送契約電力kW

新規参入した全事業者の当該月の託送契約電力合計kW



17３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
⑤経済的ペナルティの還元、及び容量拠出金未回収分の算定

◼ 容量拠出金の請求金額は、事業者のシェア比率を用いて行うこととしている。具体的には、全国の約
定総額からエリア毎の約定総額を算定し、各エリアで事業者間のシェア比率を用いた配分を行うことと
している。

◼ 小売電気事業者に対する経済的ペナルティの還元と容量拠出金未回収分の算定については、容量
拠出金に反映することとしており、配分方法については、事業者間の容量拠出金と同様にシェア比率
を用いて算定を行う。

全国の
容量拠出金 ・

・
・

エリアA
容量拠出金

小売cの
容量拠出金

小売bの
容量拠出金

小売aの
容量拠出金

一般送配電事業者の
容量拠出金

未回収分の
追加請求

経済的ペナルティ
の還元

H3需要比率
に応じて配分 ・

・
・エリアI

容量拠出金

各エリア内で
シェア比率
に応じて配分

※1 一般送配電事業者は、経済的ペナルティの還元の対象ではないこととしている。
※2 一般送配電事業者の容量拠出金の未回収分が生じた場合は、一般送配電事業者を対象として算定を行う。
※3 経済的ペナルティの還元や容量拠出金の未回収分のシェア比率算定は小売電気事業者を対象とする。



18３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
⑥経済的ペナルティの還元と容量拠出金の未回収分の算定で用いるシェア配分値

◼ 第16回容量市場検討会において、容量確保契約金額に科された経済的ペナルティの還元、および
容量拠出金の未回収分は、小売電気事業者の容量拠出金に反映※1することと整理している。

◼ 小売電気事業者の容量拠出金に反映するにあたり、シェア配分は容量拠出金の当該年度を通じた
シェアがもととなるため、年間12ヶ月間分のシェア配分をもとに算定を行う。

◼ 具体的には、各月シェア配分の累計を当該年度の3月分まで用いて算定・精算※2を行う。

・・・ 3月

2024年度 2025年度

８月 ９月 10月・・・ ・・・

年次
精算※

交付
請求

実受給
最終月

請求

６月 ７月

ペナルティ還元分

未回収分
年間の容量拠出金

総額確定

※年次精算で未払い等が生じた場合は、再算定し、年次精算月の翌月以降で請求

※1 具体的には、還元が未回収分を上回る場合は小売に還元し、還元が未回収分を下回る場合は小売から追加徴収することとしている。
※2当該年度の翌年10月に還元等の精算行う。また、容量拠出金の還元等の算定の対象は未払い事業者を除外する。



19３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
⑦実需給前に発生した経済的ペナルティの還元方法

◼ 経済的ペナルティは、実需給期間の前において、市場退出や実効性テストにより生じる場合がある。

◼ 実需給期間中の経済的ペナルティの小売電気事業者への還元は、月次でシェア変動があることから、
年間の容量拠出金総額のシェアを用いて算定を行うこととしている。

◼ 実需給期間前の経済的ペナルティの小売電気事業者への還元についても、年間の容量拠出金総
額により算定を行う。

還元

※精算時に未払の生じている事業者は還元の対象外

※

事業者A 事業者D事業者B 事業者C

＜年間の容量拠出金に対する還元のイメージ＞

支払総額で
比率按分

実需給期間前

実需給期間中

経済的ペナルティ



20３．実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容について
⑧容量拠出金の端数調整

◼ 容量確保契約金額は、約款に基づき、金額の単位は1円とし、その端数は切り捨てることとしている。

◼ したがって、容量確保契約金額の算定過程で整数化が必要なところにおいては、端数の切り捨てによ
り端数調整を行う。

◼ 一方、容量拠出金は、容量確保契約金額の総額と同額とする必要があり、エリア配分やシェア比率
の算定、月次請求や還元等の算定において端数が生じた場合、端数調整が行われる。

◼ 容量拠出金の算定過程で整数化を行う場合、端数の切り捨てを用いた場合、端数調整において特
定の事業者に負担が偏る可能性があるため、容量拠出金の算定過程の整数化においては、端数の
四捨五入により端数調整を行う。また、その結果、算定時の総額との端数調整の必要が生じた場合
は最大値により調整※する。

容量確保契約金額 容量拠出金額一致

個々の算定において
端数を切り捨て

エリア1

D社

エリア2

E社 F社 ・・・

A社 B社 C社 ・・・

エリア配賦時に端数調整

事業者配賦時に端数調整

・・・
最大９円

（エリア数９）

最大α円
（エリア内事業者数α）

※最大値には、プラスとマイナスの両方の調整が行われる。



21４．今後の業務・運用関連の周知等

◼ 実需給期間に向けた請求・交付等の業務内容については、引き続き、業務マニュアルや説明会資料
に詳細を反映しつつ、業務マニュアルのパブリックコメントや問合せ内容を踏まえたＱＡ等でも示して
いく。

◼ 特に、オークション内容の見直しにともない、2024年度と2025年度で変更が生じたところもあること
から、丁寧に説明・周知を行っていく。

◼ また、広域機関HPにおいて最新の資料提供と共に、容量市場のWEBサイト（容量市場かいせつ
スペシャルサイト）も用いて、業務・運用関連のよくある問合せなどをわかりやすく情報提供していく。


